
JP 5687700 B2 2015.3.18

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１型ドーパントのチャネルを有するスーパージャンクショントレンチパワー金属酸化
膜半導体電界効果トランジスタ（ＭＯＳＦＥＴ）デバイスであって、
　前記第１型ドーパントの基板上に設けられる第２型ドーパントのカラムを、前記基板上
に設けられる前記第１型ドーパントの第１のカラムから分離する絶縁材料を備える第１の
カラムと、
　前記第２型ドーパントの前記カラムを、前記基板上に設けられる前記第１型ドーパント
の第２のカラムから分離する絶縁材料を備える第２のカラムと、
　絶縁材料の前記第１のカラムと絶縁材料の前記第２のカラムとの間に位置合わせされる
電界効果トランジスタのためのゲート要素と、
　前記第１型ドーパントの前記第１のカラムの上側に形成されるトレンチであって、前記
トレンチの側壁に接触するソース金属で満たされるトレンチと、
　前記トレンチよりも幅が広い前記第２型ドーパントの領域であって、前記トレンチ内で
前記ソース金属に接触し、前記トレンチ内の前記ソース金属を前記第１型ドーパントの前
記第１のカラムから分離する領域と、
　を備えるスーパージャンクショントレンチパワーＭＯＳＦＥＴ。
【請求項２】
　前記ゲート要素を前記第２型ドーパントの前記カラムから分離する絶縁層を更に備える
請求項１に記載のスーパージャンクショントレンチパワーＭＯＳＦＥＴ。



(2) JP 5687700 B2 2015.3.18

10

20

30

40

50

【請求項３】
　前記第１型ドーパントがｎ型ドーパントを備え、前記第２型ドーパントがｐ型ドーパン
トを備える請求項１に記載のスーパージャンクショントレンチパワーＭＯＳＦＥＴ。
【請求項４】
　前記ソース金属は、前記第２型ドーパントの前記カラムに電気的に短絡される請求項１
に記載のスーパージャンクショントレンチパワーＭＯＳＦＥＴ。
【請求項５】
　前記ゲート要素と前記トレンチとの間に配置された前記第２型ドーパントのボディ領域
および前記第１型ドーパントのソース領域を更に備え、前記ボディ領域および前記ソース
領域は、前記トレンチ内の前記ソース金属に露出して接触する請求項１に記載のスーパー
ジャンクショントレンチパワーＭＯＳＦＥＴ。
【請求項６】
　前記トレンチは、前記第１型ドーパントの前記第１のカラムの長手方向軸と位置合わせ
される請求項１に記載のスーパージャンクショントレンチパワーＭＯＳＦＥＴ。
【請求項７】
　前記ソース金属が前記第２型ドーパントのカラムの長手方向軸と直交する方向で前記第
２型ドーパントのカラムに電気的に短絡される請求項４に記載のスーパージャンクション
トレンチパワーＭＯＳＦＥＴ。
【請求項８】
　前記第１型ドーパントがｐ型ドーパントを含み、前記第２型ドーパントがｎ型ドーパン
トを含む請求項１に記載のスーパージャンクショントレンチパワーＭＯＳＦＥＴ。
【請求項９】
　前記ゲート要素に近接する絶縁材料の第３のカラムと、
　前記ゲート要素に近接する絶縁材料の第４のカラムと、
　をさらに備え、
　絶縁材料の前記第１のカラムおよび絶縁材料の前記第３のカラムが前記ゲート要素およ
び前記第２型ドーパントのカラムを前記第１型ドーパントの前記第１のカラムから分離す
る連続する境界を与え、
　絶縁材料の前記第２のカラムおよび絶縁材料の前記第４のカラムが前記ゲート要素およ
び第２型ドーパントのカラムを前記第１型ドーパントの前記第２のカラムから分離する連
続する境界を与える請求項１に記載のスーパージャンクショントレンチパワーＭＯＳＦＥ
Ｔ。
【請求項１０】
　前記カラムは、前記基板上に設けられる前記第２型の第１ドーパント層をパターニング
することにより形成され、
　前記絶縁材料は、前記カラムを有する前記基板上に絶縁層を積層させることにより形成
され、
　前記第１のカラムおよび前記第２のカラムは、前記カラムおよび前記絶縁材料が設けら
れた前記基板上に前記第１型の第２ドーパント層を積層させることにより形成されており
、
　前記基板上の前記絶縁層の一部は前記第１型のドーパント層を積層させる前に除去され
ており、前記第１のカラムおよび前記第２のカラムは前記基板上に積層されている、請求
項１から６のいずれか一項に記載のスーパージャンクショントレンチパワーＭＯＳＦＥＴ
。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この文書に係る実施形態は、一般に、半導体デバイスに関する。
【０００２】
相互参照
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　この出願は、本出願の譲受人に譲渡された「Ｓｕｐｅｒ　Ｊｕｎｃｔｉｏｎ　Ｔｒｅｎ
ｃｈ　Ｐｏｗｅｒ　ＭＯＳＦＥＴ　Ｄｅｖｉｃｅ　Ｆａｂｒｉｃａｔｉｏｎ」と題される
Ｇａｏ等による２００９年８月２７日に出願された同時係属の米国特許出願第１２／５４
９，１９０号に関連する。
【背景技術】
【０００３】
　電力を節約するためには、例えば直流（ＤＣ）－ＤＣコンバータで使用されるトランジ
スタの電力損失を減らすことが重要である。金属酸化膜半導体電界効果トランジスタ（Ｍ
ＯＳＦＥＴ）デバイスでは、特にパワーＭＯＳＦＥＴとして知られるＭＯＳＦＥＴのクラ
スにおいては、デバイスのオン抵抗（Ｒｄｓｏｎ）を減らすことにより電力損失を低減で
きる。
【０００４】
　絶縁破壊電圧は、逆電圧状態下での絶縁破壊に耐えることができるデバイスの能力の表
示を与える。絶縁破壊電圧はＲｄｓｏｎに反比例するため、Ｒｄｓｏｎが減少すると、絶
縁破壊電圧が悪影響を受ける。この問題に対処するため、デバイスの活性領域の下側にｐ
型領域とｎ型領域とを交互に含むスーパージャンクション（ＳＪ）パワーＭＯＳＦＥＴが
導入された。ＳＪパワーＭＯＳＦＥＴにおける交互に位置するｐ型およびｎ型領域は、理
想的には、これらの領域が逆電圧状態下で互いを空乏化するように電荷平衡（Ｑｐ＝Ｑｎ
）にあり、それにより、デバイスが絶縁破壊によりいっそう耐えることができる。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　従来のＳＪパワーＭＯＳＦＥＴは前述したような利点を与えるが、改良の余地がある。
例えば、従来のＳＪトレンチパワーＭＯＳＦＥＴデバイスでは、スーパージャンクション
を形成するｐ型カラムおよびｎ型カラムが、それらが製造中に加熱されるときに互いの中
へと拡散する場合がある。この拡散は絶縁破壊電圧を低下させる。また、ｐ型カラムは、
それらのカラム中のキャリアを急速に除去できないように浮いており、したがって、従来
のＳＪトレンチパワーＭＯＳＦＥＴデバイスは一般に高速回路での使用に適さないと考え
られている。また、従来のＳＪトレンチパワーＭＯＳＦＥＴデバイスでは、各トレンチゲ
ートの配置により、能動デバイスの密度が制限される。例えば、従来のｎチャネルデバイ
スでは、トレンチゲートが２つのｐ型カラム間に配置される（すなわち、ゲートがｎ型カ
ラム上にわたって配置される）。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明に係る一実施形態において、ＳＪトレンチパワーＭＯＳＦＥＴデバイスは、交互
に位置するｐ型ドーパントおよびｎ型ドーパントのカラムを含むスーパージャンクション
を含む。例えば、スーパージャンクションは、一方側が酸化物の第１のカラム（または層
）によりｎ型ドーパントの第１のカラムから分離され且つ他方側が酸化物の第２のカラム
（または層）によりｎ型ドーパントの第２のカラムから分離されｐ型ドーパントのカラム
を含む。酸化物層は、デバイスが製造中に加熱されるときに隣接するｎ型およびｐ型カラ
ムが互いの中へ拡散しないようにする。そのため、酸化物層は、絶縁破壊電圧が製造プロ
セスによって悪影響を受けることを防止できる。
【０００７】
　他の実施形態において、ｎチャネルデバイスでは、スーパージャンクションにおけるｐ
型カラムがピックアップされてソースに短絡され、それにより、結果として得られるボデ
ィ領域がＯＮからＯＦＦへ切り換えられるときにｐ型カラム中のキャリアを急速に掃引す
ることができ、また、ｐチャネルデバイスでは、スーパージャンクションにおけるｎ型カ
ラムがピックアップされてソースに短絡され、それにより、同様の利点が得られる。した
がって、この特徴を有するＳＪトレンチパワーＭＯＳＦＥＴデバイスは高速回路での使用
にうまく適する。
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【０００８】
　他の実施形態において、ｎチャネルデバイスでは、ＦＥＴのためのゲート要素（例えば
、トレンチゲート）がｎ型ドーパントのカラム上ではなくスーパージャンクションにおけ
るｐ型ドーパントのカラム上に配置される。トレンチゲートをｐ型カラムと位置合わせす
ることにより、ｎ型カラムの幅を減少させることができる。ｐチャネルデバイスにおいて
、ＦＥＴのためのゲート要素は、ｐ型ドーパントのカラム上ではなくスーパージャンクシ
ョンにおけるｎ型ドーパントのカラム上に配置され、それにより、ｐ型カラムの幅を減ら
すことができる。したがって、トレンチゲートを互いに近接させて配置でき、それにより
、セル密度が増大され、また、これにより、ＳＪトレンチパワーＭＯＳＦＥＴデバイスの
オン抵抗（Ｒｄｓｏｎ）が更に減少するという効果も有する。
【０００９】
　更なる他の実施形態では、ＳＪトレンチパワーＭＯＳＦＥＴデバイスが前述した特徴の
それぞれを組み込む。
【００１０】
　本発明のこれらの及び他の目的並びに利点は、様々な図に示される以下の詳細な説明を
読んだ後に当業者により認識され得る。
【００１１】
　この明細書中に組み入れられてこの明細書の一部を形成する添付図面は、本発明の実施
形態を示しており、明細書本文と共に本発明の原理を説明するのに役立つ。同様の参照符
号は、図面および明細書の全体にわたって同様の要素を示す。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明の実施形態に係る半導体デバイスの要素を示す断面図である。
【図２】本発明の実施形態に係る半導体デバイスの要素を示す断面図である。
【図３】図３Ａ，３Ｂ，３Ｃは、本発明の実施形態に係る半導体デバイスの製造で使用さ
れるプロセスのフローチャートを示している。
【図４】本発明の実施形態に係る半導体デバイスの製造における選択された段階を示す断
面図である。
【図５】本発明の実施形態に係る半導体デバイスの製造における選択された段階を示す断
面図である。
【図６】本発明の実施形態に係る半導体デバイスの製造における選択された段階を示す断
面図である。
【図７】本発明の実施形態に係る半導体デバイスの製造における選択された段階を示す断
面図である。
【図８】本発明の実施形態に係る半導体デバイスの製造における選択された段階を示す断
面図である。
【図９】本発明の実施形態に係る半導体デバイスの製造における選択された段階を示す断
面図である。
【図１０】本発明の実施形態に係る半導体デバイスの製造における選択された段階を示す
断面図である。
【図１１】本発明の実施形態に係る半導体デバイスの製造における選択された段階を示す
断面図である。
【図１２】本発明の実施形態に係る半導体デバイスの製造における選択された段階を示す
断面図である。
【図１３】本発明の実施形態に係る半導体デバイスの製造における選択された段階を示す
断面図である。
【図１４】本発明の実施形態に係る半導体デバイスの製造における選択された段階を示す
断面図である。
【図１５】本発明の実施形態に係る半導体デバイスの製造における選択された段階を示す
断面図である。
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【図１６】本発明の実施形態に係る半導体デバイスの製造における選択された段階を示す
断面図である。
【図１７】本発明の実施形態に係る半導体デバイスの製造における選択された段階を示す
断面図である。
【図１８】本発明の実施形態に係る半導体デバイスの製造における選択された段階を示す
断面図である。
【図１９】本発明の実施形態に係る半導体デバイスの製造における選択された段階を示す
断面図である。
【図２０】本発明の実施形態に係る半導体デバイスの製造における選択された段階を示す
断面図である。
【図２１】本発明の実施形態に係る半導体デバイスの製造における選択された段階を示す
断面図である。
【図２２】本発明の実施形態に係る半導体デバイスの製造における選択された段階を示す
断面図である。
【図２３】本発明の実施形態に係る半導体デバイスの製造における選択された段階を示す
断面図である。
【図２４】本発明の実施形態に係る半導体デバイスの製造における選択された段階を示す
断面図である。
【図２５】本発明の実施形態に係る半導体デバイスの製造における選択された段階を示す
断面図である。
【図２６】本発明の他の実施形態に係る半導体デバイスの要素を示す断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　本発明の以下の詳細な説明では、本発明の完全な理解のために多数の特定の詳細が記述
されている。しかしながら、当業者であれば分かるように、本発明は、これらの特定の詳
細を伴うことなく或いはその等価物を伴って実施されてもよい。他の事例では、本発明の
態様を不必要に曖昧にしないように、良く知られた方法、手続き、構成要素、回路が詳し
く示されない。
【００１４】
　以下の詳細な説明のうちの幾つかの部分は、手続き、論理ブロック、手順、および、半
導体デバイスを製造するための工程の他の記号表示の観点から与えられる。これらの記述
および表示は、半導体デバイス製造の当業者の作業の内容を他の当業者に最も効果的に伝
えるために半導体デバイス製造の当業者によって使用される手段である。本出願において
、手続き、論理ブロック、プロセス等は、所望の結果につながる首尾一貫した一連のステ
ップまたは命令であると考えられる。ステップは、物理量の物理的操作を必要とするステ
ップである。しかしながら、これらの表現および同様の表現の全てが適切な物理量に関連
付けられ且つこれらの量に適用される単なる便宜的な標示であることに留意すべきである
。以下の説明から明らかなように別に具体的に述べられていなければ、本出願の全体にわ
たって、「形成する」、「実行する」、「生成する」、「堆積する」、「エッチングする
」などの表現を利用する説明が、半導体デバイス製造の作業およびプロセス（例えば、図
３Ａ，３Ｂ，３Ｃのフローチャート３００）を示すことは言うまでもない。
【００１５】
　図は一定の倍率で描かれておらず、また、構造の一部だけ及び該構造を形成する様々な
層が図中に示されている場合がある。更に、製造プロセスおよびステップは、本明細書中
に記載されるプロセスおよびステップと共に行なわれてもよい。すなわち、本明細書中に
図示されて説明されるステップの前に、該ステップ間で、及び／又は、該ステップの後に
、多くのプロセスステップが存在してもよい。重要なことには、本発明に係る実施形態は
、これらの他の（おそらく従来の）プロセスおよびステップと併せて、これらを著しくか
き乱すことなく実施できる。一般的に言えば、本発明に係る実施形態は、周辺のプロセス
およびステップに著しい影響を及ぼすことなく、従来のプロセスの一部に取って代わるこ
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とができる。
【００１６】
　本明細書中で使用される文字「ｎ」はｎ型ドーパントを示し、文字「ｐ」はｐ型ドーパ
ントを示す。プラス符号「＋」またはマイナス符号「－」は、ドーパントの比較的高い濃
度または比較的低い濃度をそれぞれ表わすために使用される。
【００１７】
　表現「チャネル」は、本明細書中では一般に認められた態様で使用される。すなわち、
電流がチャネルのＦＥＴ内でソース接続部からドレイン接続部へと流れる。チャネルをｎ
型またはｐ型半導体材料のいずれかにより形成することができる。したがって、ＦＥＴは
、ｎチャネルデバイスまたはｐチャネルデバイスのいずれかとして特定される。図１～図
２５をｎチャネルデバイス、特にｎチャネルスーパージャンクションＭＯＳＦＥＴとの関
連で説明するが、本発明に係る実施形態はそのように限定されない。つまり、本明細書中
に記載される特徴は、以下で更に説明される図２６に示されるｐチャネルデバイスで利用
することができる。図１～図２５の説明は、ｎ型ドーパントおよび材料を対応するｐ型ド
ーパントおよび材料と置き換えることによりｐチャネルデバイスに容易に適用することが
でき、逆もまた同様である。
【００１８】
　図１は、本発明の一実施形態に係る半導体デバイス１００（例えば、ｎチャネルＳＪト
レンチパワーＭＯＳＦＥＴデバイス）の要素を示す断面図である。デバイス１００は、ｎ
＋ドレイン層または基板１０４の底面にドレイン電極１０２を含む。基板１０４の上側に
は、ｐ－ドリフト領域またはｐ型カラム１０６とｎ－ドリフト領域またはｎ型カラム１０
８とが交互に配置される。交互に位置するｐ型（ｐ－）カラム１０６およびｎ型（ｎ－）
カラム１０８は、スーパージャンクションとして知られるものを形成する。重大なことに
は、ｐ型ドーパントのカラム１０６は、絶縁層またはカラム１１０（例えば、誘電体また
は酸化物の層／カラム）によって、ｎ型ドーパントの隣接するカラム１０８から分離され
る。絶縁層１１０は、後述するように構造体が製造中に加熱されるときにｎ型およびｐ型
カラム１０６，１０８が互いの中へ拡散しないようにする。そのため、絶縁層１１０は、
絶縁破壊電圧が製造プロセスによって悪影響を受けないようにすることができる。
【００１９】
　また、重要なことには、図１の例では、各ｐ型カラム１０６がそれぞれのポリシリコン
（ポリ）トレンチゲート１１１（ゲートポリ１１１）の下側に配置される。一般的に言え
ば、各トレンチゲート１１１は、対応するｐ型カラム１０６の上側で隣接する絶縁層１１
０間に位置合わせされる。より具体的には、各トレンチゲート１１１は、対応するｐ型カ
ラム１０６の長手方向軸（図１の方向で考えると、長手方向軸はｐ型カラム内の垂直線で
ある）に沿って位置合わせされる－一実施形態において、トレンチゲート１１１の長手方
向軸は、トレンチゲートがｐ型カラム上で中心付けられるようにｐ型カラム１０６の長手
方向軸と一致する。図１の実施形態において、ｐ型カラム１０６は、絶縁層１１０のため
に使用される材料とは異なる材料から形成されてもよいそれぞれの絶縁層１０９によって
トレンチゲート１１１から分離される。
【００２０】
　トレンチゲート１１１をｐ型カラム１０６と位置合わせすることにより、ｎ型カラム１
０８の幅を減らすことができる。したがって、トレンチゲートを互いに近接させて配置で
き、それにより、セル密度が増大され、また、これにより、デバイス１００のオン抵抗（
Ｒｄｓｏｎ）が更に減少するという効果も有する。一実施形態において、隣接するトレン
チゲート間のピッチは、従来のデバイスにおける５ミクロンとは対照的に、約１．２ミク
ロンである。
【００２１】
　図１の構造と関連する他の利点は、トレンチゲート１１１と隣接するｎ型カラム１０８
との間の重なり１２２の量が小さいことからゲート－ドレイン間電荷量（Ｑｇｄ）が減少
されるという点である。一実施形態では、重なり１２２の量が約０．１ミクロンである。
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【００２２】
　図１の実施形態において、隣接するトレンチゲート１１１間にはｎ型カラム１０８の上
側にトレンチ１２５が形成される。より具体的には、各トレンチ１２５は、対応するｎ型
カラム１０８の長手方向軸に沿って位置合わせされる－一実施形態において、トレンチ１
２５の長手方向軸は、トレンチがｎ型カラム上で中心付けられるようにｎ型カラム１０８
の長手方向軸と一致する。トレンチ１２５はソース金属１２４で満たされる。
【００２３】
　ｐ＋領域（ｐ型接点領域１１２）が各トレンチ１２５内のソース金属１２４を対応する
ｎ型カラム１０８から分離する。ｐ－領域（ｐ型ボディ領域１１４）が、トレンチとトレ
ンチゲート１１１との間で且つソース金属１２４とｎ型カラム１０８との間で、各トレン
チ１２５の両側に配置される。また、図１に示されるように、ｎ＋領域（ｎ型ソース領域
１１６）が各トレンチ１２５の両側に配置される。
【００２４】
　ｐ型（ｐ－）ボディ領域１１４およびｎ型（ｎ＋）ソース領域１１６は、他の絶縁層１
２０（例えば、ゲード酸化物）によってそれぞれのトレンチゲート１１１から分離される
。図示のように、絶縁層１１０，１２０は、製造プロセスの異なるポイントで形成され、
そのため、図１に示されるように位置合わせされない場合がある。また、絶縁層１１０，
１２０が異なる材料を使用して形成されてもよい。それにもかかわらず、絶縁層１１０，
１２０は、図１のｙ方向でほぼ連続する境界を与え、その意味で、絶縁材料の単一のカラ
ムとして特徴付けることができる。
【００２５】
　各ｎ型ソース領域１１６上および各トレンチゲート１１１上にわたって絶縁層１１８を
形成することができる。ソース金属層１２４は、絶縁層１１８上にわたって形成されてお
り、前述したようにトレンチ１２５内へと延びる。
【００２６】
　本発明の一実施形態によれば、ｐ型カラム１０６がピックアップされてソース金属層１
２４に対して電気的に短絡される。これを達成するための１つの方法が図２に示されてい
る。図２は、図１の切断線Ａ－Ａに沿うデバイス１００の断面図である。すなわち、図２
で与えられる図は、図１に示される２つの次元（ｘおよびｙ）に対して直交する第３次元
（ｚ）にある。
【００２７】
　図２の実施形態では、トレンチ２２５が、対応するｐ型カラム１０６をソース金属層１
２４に接続するように形成される。トレンチ２２５は金属で満たされており、トレンチ２
２５内の金属は、図示のように、ｎ型カラム１０８、ポリ領域２１１、および、絶縁層１
２０によって、トレンチゲート１１１から分離される。ｐ型カラム１０６をソース金属層
１２４に短絡させることにより、結果として得られるボディダイオードがＯＮからＯＦＦ
へ切り換えられるときにｐ型カラム内のキャリアを急速に掃引することができる。したが
って、デバイス１００が高速回路での使用にうまく適する。図３Ａ，３Ｂ，３Ｃは、図１
および図２のデバイスなどの半導体デバイスの製造で使用されるプロセスの一実施形態の
フローチャート３００を示している。図３Ａ～図３Ｃでは特定のステップが開示されるが
、そのようなステップは典型的なものである。すなわち、本発明に係る実施形態は、様々
な他のステップまたは図３Ａ～図３Ｃに列挙されるステップの変形例を実行するのにうま
く適する。本発明の実施形態に係る半導体デバイスの製造における選択された段階を示す
断面図である図４～図２５と併せて、図３Ａ，３Ｂ，３Ｃについて説明する。
【００２８】
　図３Ａのブロック３０２では、ｐ－ドーパントのエピタキシャル層４０２（図４）がｎ
＋基板１０４上にわたって成長される。基板１０４がドレイン電極層１０２（図１）を含
んでもよい。
【００２９】
　ブロック３０４では、第１の誘電体層５０２がエピタキシャル層４０２上にわたって堆
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積され、また、フォトレジスト（ＰＲ）層５０４が誘電体層上にわたって堆積される（図
５）。誘電体層５０２は、例えば、減圧化学蒸着（ＳＡＣＶＤ）によって堆積される熱酸
化物または酸化物であってもよい。
【００３０】
　ブロック３０６では、第１のマスク（図示せず）が形成され、フォトレジスト層５０４
および誘電体層５０２の露出部分が図６に示されるようにエッチング除去される。誘電体
層５０２の残存部分が図１の絶縁層１０９に対応する。
【００３１】
　ブロック３０８では、ｐ型エピタキシャル層４０２の一部もエッチング除去され、それ
により、図７に示されるようにｐ型カラム１０６が形成される。エピタキシャル層４０２
のエッチングは、比較的僅かな程度まで基板１０４へと及んでもよい。ブロック３０８に
おいて適用されるエッチング材料は、ブロック３０６で使用されるエッチング材料と異な
ってもよい。ブロック３１０では、残存するフォトレジスト層５０４が除去される（図８
）。
【００３２】
　図３Ａのブロック３１２では、第２の誘電体層９０２（図９）が絶縁層１０９およびｐ
型カラム１０６の露出面上にわたって成長され或いは堆積される。特に、誘電体層９０２
は、ｐ型カラム１０６の両側および絶縁層１０９上にわたって形成され、それにより、実
質的に、ｐ型カラムの両側に誘電体材料の層またはカラムが形成される。第２の誘電体層
９０２に使用される材料は、絶縁層１０９に使用される材料の厚さと比べて、異なっても
よい。また、第２の誘電体層９０２は、絶縁層１０９の厚さと比べて比較的薄くてもよい
（３００～５００オングストローム程度）。
【００３３】
　図３Ａのブロック３１４では、図１０に示されるように、基板１０４に隣接する誘電体
層９０２の部分（図９）が除去される。このプロセスはボトム酸化物ブレイクスルーと称
されてもよい。ｐ型カラム１０６の両側の誘電体層９０２の部分は除去されず、これらの
部分が図１の絶縁層１１０に対応する。絶縁層１０９を覆っている誘電体層９０２もボト
ム酸化物ブレイクスループロセスの一環として部分的に或いは完全に除去されてもよい。
言い換えると、ボトム酸化物ブレイクスルーの後、図１０に示されるように基板１０４が
露出され、一方、絶縁層１０９は、第１の誘電体層５０２の一部として堆積される材料の
みから成ってもよく（図５）、あるいは、第１の誘電体層５０２および第２の誘電体層９
０２に含まれる材料の組み合わせから成ってもよい。また、ブロック３１４では、ボトム
酸化物ブレイクスルーの後、ｎ－ドーパントのエピタキシャル層１００２が、基板１０４
上にわたって及びｐ型カラム１０６と絶縁層１０９，１１０とを備える構造体の周囲で成
長される。
【００３４】
　図３Ａのブロック３１６では、フォトレジスト層が加えられ、その後、図１１に示され
るようにマスク１１０２を形成するためにフォトレジスト層が選択的に除去される。マス
ク１１０２は、図１２に示されるように、ｎ型エピタキシャル層１００２に終端トレンチ
１２０２を形成するために使用される。終端トレンチ１２０２は基板１０４中へと延びて
いてもよい。その後、図１２も示されるようにマスクを除去することができる。
【００３５】
　図３Ａのブロック３１８では、図１３に示されるように、第３の誘電体層１３０２が終
端トレンチ１２０２の内側およびｎ型エピタキシャル層１００２上にわたって成長され或
いは堆積される（例えば、ＳＡＣＶＤを使用して）。第３の誘電体層１３０２のために使
用される材料は、絶縁層１０９，１１０のために使用される材料と異なってもよい。その
後、緻密化プロセスを使用して第３の誘電体層１３０２を硬化させ或いはアニールするこ
とができる。重要なことには、絶縁層１１０は、緻密化プロセス中および構造体が加熱さ
れてもよい製造プロセスの任意の他の時間にｐ型カラム１０６およびｎ型エピタキシャル
層１００２が互いの中へ拡散するのを防止し或いは制限する。
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【００３６】
　図３Ａのブロック３２０では、図１４に示されるように終端トレンチ１２０２内の誘電
体の高さがｎ型エピタキシャル１００２の上面とほぼ同じ高さとなるように誘電体層１３
０２がエッチバッグされる。
【００３７】
　図３Ｂのブロック３２２では、フォトレジスト層が加えられ、その後、図１５に示され
るようにマスク１５０２を形成するためにフォトレジスト層が選択的に除去される。マス
クの開口１５０４はｐ型カラム１０６の位置と一致する。開口１５０４の幅（図１５のｘ
方向で測定される）は、開口とｐ型カラムとの位置合わせに伴う問題を回避するために、
ｐ型カラム１０６の幅より小さくてもよい。言い換えると、図示のように、マスク１５０
２は、ｐ型カラム１０６の上側にトレンチを形成するために使用され、また、理想的には
、それらのトレンチはｐ型カラムの外縁を越えて延びない。
【００３８】
　図３Ｂのブロック３２４では、図１５および図１６に関連して、開口１５０４の下側に
位置するｎ型エピタキシャル層１００２の部分がエッチング除去され、それにより、絶縁
層１０９へと延びるトレンチ１６０２が形成される。エッチング除去されないエピタキシ
ャル層１００２の部分は、図１のｎ型カラム１０８に対応する。その後、マスク１５０２
を除去することができる。
【００３９】
　図３Ｂのブロック３２６では、トレンチ１６０２の側面および底面を含めて絶縁層１０
９およびｎ型カラム１０８の露出面上にわたってゲート酸化物層１７０２（図１７）が成
長される。ゲート酸化物層１７０２のために使用される材料は、第１の誘電体層５０２（
図５）および第２の誘電体層９０２（図９）中に含まれる材料と異なっていてもよい。図
１の絶縁層１０９は、ゲート酸化物層１７０２と、第１の誘電体層５０２および第２の誘
電体層９０２からの材料とを含んでもよい－すなわち、図では単一の均一な層として描か
れているが、実際の実務では、絶縁層１０９が異なる絶縁材料を含んでもよい。また、ト
レンチ１６０２の幅に応じて、それらのトレンチの内側を覆うゲート酸化物層１７０２の
部分が絶縁層１１０と一致してもよく、それにより、図１７の垂直方向（ｙ方向）で絶縁
材料のほぼ連続したカラムが形成される。
【００４０】
　図３Ｂのブロック３２８では、図１８に示されるように、ゲート酸化物層１７０２上に
わたって及びトレンチ１６０２内にポリシリコン（ポリ）層１８０２が堆積される。
【００４１】
　図３Ｂのブロック３３０では、化学機械平坦化または研磨（ＣＭＰ）プロセスを使用し
て、ゲート酸化物層１７０２に至るまでポリ層１８０２の一部を除去することができる（
図１８）。その後、エッチバックプロセスを使用して、より多くのポリ層１８０２を除去
することができ、それにより、図１９に示されるように陥凹要素が形成される。これらの
陥凹要素は図１のトレンチゲート１１１に対応する。
【００４２】
　図３Ｂのブロック３３２では、図２０に関連して、ブランケットｐ－ドーパントがデバ
イス１００内－すなわち、ｎ型カラム１０８内に注入され－それにより、図１のｐ型（ｐ
－）ボディ領域１１４が形成される。ｐ型ボディ領域１１４はトレンチゲート１１１より
も（図２０のｙ方向の）深さが浅い。
【００４３】
　図３Ｂのブロック３３４では、図２１に示されるように、終端トレンチ１２０２上およ
び隣接領域上にわたってソースマスク２１０２が形成され、その後、ｎ＋ドーパントがｐ
型ボディ領域１１４内に注入され、それにより、図１のｎ型（ｎ＋）ソース領域１１６が
形成される。このようにして、トレンチゲートがｎ型カラム１０８上ではなくｐ型カラム
１０６上に形成される。ｐ型カラム１０６上にトレンチゲートを形成することにより、ゲ
ートを互いに近接して配置することができ、それにより、セル密度が増大され、また、こ



(10) JP 5687700 B2 2015.3.18

10

20

30

40

50

れにより、Ｒｄｓｏｎが減少するという効果も有する。ｎ型ソース注入後、マスク２１０
２を除去することができる。
【００４４】
　図３Ｂのブロック３３６では、低温酸化物（ＬＴＯ）の層の後に引き続いてボロホスホ
シリケートガラス（ＢＰＳＧ）の層が堆積される－図２２ではこれらの層が層２２０２と
して特定される（明確にするため、ゲート酸化物領域１７０２の全てが図２２および図２
３で確認されるとは限らない）。
【００４５】
　図３Ｂのブロック３３８では、フォトレジストの層が層２２０２上にわたって加えられ
、その後、図２３に示されるように、ｎ型カラム１０８と一致する開口２３０４を伴うマ
スク２３０２を形成するためにフォトレジストの層が選択的に除去される。その後、開口
２３０４の真下の材料－それらの開口の真下にある層２２０２、ゲート酸化物１７０２、
ｎ＋ソース領域１１６、および、ｐ型ボディ領域１１４の部分－をエッチング除去して、
図１の絶縁層１１８を形成できるとともに、ｎ＋ソース領域１１６、ｐ型ボディ領域１１
４、および、ゲートピックアップ領域を露出させるトレンチ１２５を形成することができ
る。図１の絶縁層１１８は、層２２０２の残存部分、および、ゲート酸化物層１７０２の
残存水平（ｘ方向）部分の両方を含む。また、ゲート酸化物層１７０２のｙ方向（垂直）
部分は図１の絶縁層１２０と一致する。その後、各トレンチ１２５の底部にｐ＋ドーパン
トが注入され、それにより、図１のｐ型（ｐ＋）接点領域１１２が形成される。
【００４６】
　同様の態様で、図３Ｃのブロック３４０では、図２４に示されるように、ｐ型カラム１
０６と一致する開口２４０４を伴うマスク２４０２を図２３のｚ方向に形成することがで
きる。その後、開口２４０４の真下の材料－それらの開口の真下にある層２２０２、トレ
ンチゲート１１１、および、絶縁層１０９の部分－をエッチング除去して、絶縁ポリ領域
２１１と、ｐ型カラム１０６およびポリ領域２１１を露出させるトレンチ２２５とを形成
することができる。ｐ型カラム接点トレンチ２２５は、酸化層（ゲート酸化物）１２０、
ｎ型カラム１０８、および、他の酸化層１２０によってゲートポリ１１１から分離され、
また、トレンチ２２５は酸化層１２０によっても分離される。
【００４７】
　図３Ｃのブロック３４２では、図２３，２４，２５にも関連して、マスク２３０２，２
４０２が除去されるとともに、金属がトレンチ２３０４，２４０４内および絶縁層１１８
上にわたって堆積される。フォトレジストの層が金属上にわたって加えられ、その後、開
口を有するマスク（図示せず）を形成するためにフォトレジストの層が選択的に除去され
、また、開口の下側の金属がエッチング除去されることにより、図１および図２のソース
金属層１２４が形成されるとともに、ゲートバス（図示せず）が形成される。したがって
、図１および図２に示されるように、ｐ型カラム１０６およびｎ型カラム１０８の両方が
ソース金属層１２４に電気的に接続される。その結果、それに伴って得られるボディダイ
オードがＯＮからＯＦＦへ切り換えられるときにｐ型カラム１０６内のキャリアを急速に
掃引することができる。
【００４８】
　図３Ｃのブロック３４４では、保護層が随意的に堆積される。その後、保護層をエッチ
ングしてゲートパッドおよびソースパッドを形成するために、マスクを加えることができ
る。
【００４９】
　前述したように、本明細書中に記載される特徴は、ｐチャネルＳＪトレンチパワーＭＯ
ＳＦＥＴデバイスにも適用できる。図２６は、本発明の一実施形態に係るｐチャネルＳＪ
トレンチパワーＭＯＳＦＥＴデバイス２６００の要素を示す断面図である。デバイス２６
００は、ｐ＋ドレイン層または基板２６０４の底面にドレイン電極（図示せず）を含む。
スーパージャンクションを形成するために、基板２６０４の上側には、ｐ－ドリフト領域
またはｐ型カラム２６０６とｎ－ドリフト領域またはｎ型カラム２６０８とが交互に配置
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される。ｐ型ドーパントのカラム２６０６は、絶縁層またはカラム１１０によって、ｎ型
ドーパントの隣接するカラム２６０８から分離され、それにより、構造体が製造中に加熱
されるときにｎ型およびｐ型カラムが互いの中へ拡散しないように保たれる。
【００５０】
　図２６の実施形態では、各ｎ型カラム２６０８がそれぞれのポリシリコントレンチゲー
ト１１１の下側に配置される。ｎ型カラム２６０８は、それぞれの絶縁層１０９によって
トレンチゲート１１１から分離される。トレンチゲート１１１をｎ型カラム２６０８と位
置合わせすることにより、ｐ型カラム２６０６の幅を減らすことができ、それにより、ト
レンチゲートを互いに近接して配置できる。
【００５１】
　隣接するトレンチゲート１１１間にはｐ型カラム２６０６の上側にトレンチ１２５が形
成される。トレンチ１２５はソース金属１２４で満たされる。ｎ＋領域（ｎ接点領域２６
１２）が各トレンチ１２５内のソース金属１２４を対応するｐ型カラム２６０６から分離
する。ｎ－領域（ｎ－ボディ領域２６１４）が各トレンチ１２５の両側で且つトレンチと
トレンチゲート１１１との間およびソース金属１２４とｐ型カラム２６０６との間に配置
される。また、ｐ＋領域（ｐ－ソース領域２６１６）が各トレンチ１２５の両側に配置さ
れる。ｎ型ボディ領域２６１４およびｐ型ソース領域２６１６は、他の絶縁層１２０（例
えば、ゲート酸化物）によってそれぞれのトレンチゲート１１１から分離される。各ｐ型
ソース領域２６１６上および各トレンチゲート１１１上にわたって絶縁層１１８を形成す
ることができる。ソース金属層１２４は、絶縁層１１８上にわたって形成されており、前
述したようにトレンチ１２５内へと延びている。
【００５２】
　本発明の一実施形態によれば、ｎ型カラム２６０８は、図２に示される態様と同様の態
様でピックアップされてソース金属層１２４に電気的に短絡される。
【００５３】
　要約すると、ＳＪトレンチパワーＭＯＦＥＴデバイスの実施形態、および、そのような
デバイスを製造するための方法の実施形態が記載されている。本明細書中に記載される特
徴は、スプリットゲート、デュアルトレンチ、および、他の従来の高電圧スーパージャン
クションデバイスに代わる手段として、低電圧デバイスおよび１０００ボルトパワーＭＯ
ＳＦＥＴなどの高電圧デバイスで使用できる。
【００５４】
　概して、この文書は以下を開示してきた。スーパージャンクショントレンチパワーＭＯ
ＳＦＥＴ（金属酸化膜半導体電界効果トランジスタ）デバイスでは、スーパージャンクシ
ョンにおけるｐ型ドーパントのカラムが、酸化物の第１のカラムによってｎ型ドーパント
の第１のカラムから分離されるとともに、酸化物の第２のカラムによってｎ型ドーパント
の第２のカラムから分離される。ｎチャネルデバイスでは、ＦＥＴのためのゲート要素が
ｐ型ドーパントのカラム上にわたって配置されるのが有益であり、また、ｐチャネルデバ
イスでは、ＦＥＴのためのゲート要素がｎ型ドーパントのカラム上にわたって配置される
のが有益である。
【００５５】
　概して、この文書は以下を開示してきた。スーパージャンクショントレンチパワーＭＯ
ＳＦＥＴ（金属酸化膜半導体電界効果トランジスタ）デバイスでは、スーパージャンクシ
ョンにおけるｐ型ドーパントのカラムが、酸化物の第１のカラムによってｎ型ドーパント
の第１のカラムから分離されるとともに、酸化物の第２のカラムによってｎ型ドーパント
の第２のカラムから分離される。ｎチャネルデバイスでは、ＦＥＴのためのゲート要素が
ｐ型ドーパントのカラム上にわたって配置されるのが有益であり、また、ｐチャネルデバ
イスでは、ＦＥＴのためのゲート要素がｎ型ドーパントのカラム上にわたって配置される
のが有益である。
【００５６】
　本発明の特定の実施形態の前述した記述は、例示目的で且つ説明のために与えられた。
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これらの記述は、包括的なものではなく、あるいは、開示された正にその形態に本発明を
限定しようとするものではなく、また、前述した教示内容を踏まえて多くの改良および変
形が可能である。実施形態は、本発明の原理およびその実用的用途を最も良く説明するた
めに選択されて記載されており、それにより、他の当業者は、考えられる特定の用途に適
するように本発明および様々な改良を伴う様々な実施形態を最も良く利用できる。本発明
の範囲は、添付の請求項およびそれらの等価物によって規定されるものである。言うまで
もなく、本明細書で与えられる任意の全ての要素およびステップが含まれるのが好ましい
。これらの要素およびステップのうちのいずれかが当業者に明らかなように省かれ或いは
置き換えられてもよい。
【００５７】
　要約すると、この文書は、少なくとも以下の広範な概念を開示してきた。
【００５８】
　概念１．第１型ドーパントのチャネルを有するスーパージャンクショントレンチパワー
金属酸化膜半導体電界効果トランジスタ（ＭＯＳＦＥＴ）デバイスであって、
　第２型ドーパントのカラムを前記第１型ドーパントの第１のカラムから分離する絶縁材
料を備える第１のカラムと、
　前記第２型ドーパントの前記カラムを前記第１型ドーパントの第２のカラムから分離す
る絶縁材料を備える第２のカラムと、
　絶縁材料の前記第１のカラムと絶縁材料の前記第２のカラムとの間に位置合わせされる
電界効果トランジスタのためのゲート要素と、
　を備えるスーパージャンクショントレンチパワーＭＯＳＦＥＴ。
【００５９】
　概念２．前記ゲート要素を前記第２型ドーパントの前記カラムから分離する絶縁層を更
に備える概念１のスーパージャンクショントレンチパワーＭＯＳＦＥＴ。
【００６０】
　概念３．前記第１型ドーパントがｎ型ドーパントを備える場合には前記第２型ドーパン
トがｐ型ドーパントを備え、前記第１型ドーパントがｐ型ドーパントを備える場合には前
記第２型ドーパントがｎ型ドーパントを備える概念１のスーパージャンクショントレンチ
パワーＭＯＳＦＥＴ。
【００６１】
　概念４．前記第２型ドーパントの前記カラムに電気的に短絡されるソース金属の層を更
に備える概念１のスーパージャンクショントレンチパワーＭＯＳＦＥＴ。
【００６２】
　概念５．前記ゲート要素と隣接するゲート要素との間に形成されたトレンチを更に備え
、前記ソース金属が前記トレンチを満たす概念４のスーパージャンクショントレンチパワ
ーＭＯＳＦＥＴ。
【００６３】
　概念６．前記ゲート要素と前記トレンチとの間に配置された前記第２型ドーパントのボ
ディ領域および前記第１型ドーパントのソース領域を更に備える概念５のスーパージャン
クショントレンチパワーＭＯＳＦＥＴ。
【００６４】
　概念７．前記トレンチは、前記第１型ドーパントの前記第１のカラムの長手方向軸と位
置合わせされる概念５のスーパージャンクショントレンチパワーＭＯＳＦＥＴ。
【００６５】
　概念８．前記トレンチは、前記第２型ドーパントの領域によって前記第１型ドーパント
の前記第１のカラムから分離される概念７のスーパージャンクショントレンチパワーＭＯ
ＳＦＥＴ。
【００６６】
　概念９．第１型ドーパントのチャネルを有する半導体デバイスであって、
　前記第１型ドーパントの基板と、
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　前記基板に結合されるとともに、前記第１型ドーパントの柱状の第１の領域と前記第１
型ドーパントの柱状の第２の領域との間に配置される第２型ドーパントの柱状領域を備え
、前記第２型ドーパントの前記領域が、第１の絶縁層によって前記第１型ドーパントの前
記第１の領域から分離されるとともに、第２の絶縁層によって前記第１型ドーパントの前
記第２の領域から分離される、スーパージャンクション構造体と、
　前記スーパージャンクション構造体に結合されるとともに、ゲート要素を備え、前記ゲ
ート要素が前記第２型ドーパントの前記領域の長手方向軸と位置合わせされる電界効果ト
ランジスタと、
　を備える半導体デバイス。
【００６７】
　概念１０．前記ゲート要素を前記第２型ドーパントの前記領域から分離する酸化物層を
更に備える概念９の半導体デバイス。
【００６８】
　概念１１．前記第２型ドーパントの前記領域に電気的に短絡されるソース金属の層を更
に備える概念９の半導体デバイス。
【００６９】
　概念１２．前記ゲート要素と隣接するゲート要素との間に形成されるトレンチを更に備
え、前記ソース金属が前記トレンチを満たす概念１１の半導体デバイス。
【００７０】
　概念１３．前記ゲート要素と前記トレンチとの間に配置される前記第２型ドーパントの
ボディ領域および前記第１型ドーパントのソース領域を更に備える概念１２の半導体デバ
イス。
【００７１】
　概念１４．前記トレンチは、前記第１型ドーパントの前記第１の領域の長手方向軸と位
置合わせされる概念１２の半導体デバイス。
【００７２】
　概念１５．第１型ドーパントのチャネルを有する半導体デバイスであって、
　前記第１型ドーパントの基板と、
　前記基板に結合されるとともに、前記第１型ドーパントの第１の領域と前記第１型ドー
パントの第２の領域との間に配置された第２型ドーパントの領域を備え、前記第２型ドー
パントの前記領域および前記第１型ドーパントの前記第１および第２の領域がそれぞれ第
２の寸法よりも大きい第１の寸法を有し、前記第１の寸法が第１の方向で測定され、前記
第２の寸法が前記第１の方向と直交する第２の方向で測定される、スーパージャンクショ
ン構造体と、
　ゲート要素を備え、前記第２型ドーパントの前記領域が前記第１の方向で前記ゲート要
素と前記基板との間に位置する、電界効果トランジスタと、
　前記第１の方向および前記第２の方向の両方と直交する第３の方向で前記第２型ドーパ
ントの前記領域に電気的に短絡されるソース金属の層と、
　を備える半導体デバイス。
【００７３】
　概念１６．前記第２型ドーパントの前記領域は、第１の絶縁層によって前記第１型ドー
パントの前記第１の領域から分離されるとともに、第２の絶縁層によって前記第１型ドー
パントの前記第２の領域から分離される概念１５の半導体デバイス。
【００７４】
　概念１７．前記ゲート要素を前記第２型ドーパントの前記領域から分離する酸化物層を
更に備える概念１５の半導体デバイス。
【００７５】
　概念１８．前記ゲート要素と隣接するゲート要素との間に形成されたトレンチを更に備
え、前記ソース金属が前記トレンチを満たす概念１５の半導体デバイス。
【００７６】
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　概念１９．前記ゲート要素と前記トレンチとの間に配置された前記第２型ドーパントの
ボディ領域および前記第１型ドーパントのソース領域を更に備える概念１８の半導体デバ
イス。
【００７７】
　概念２０．前記第１型ドーパントの前記第１の領域が前記第１の方向で前記トレンチと
前記基板との間に位置する概念１８の半導体デバイス。

【図１】 【図２】
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【図３Ａ】 【図３Ｂ】

【図３Ｃ】 【図４】
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【図５】 【図６】

【図７】 【図８】
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【図９】 【図１０】

【図１１】 【図１２】
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【図１３】 【図１４】

【図１５】 【図１６】
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【図１７】 【図１８】

【図１９】 【図２０】
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【図２１】 【図２２】

【図２３】 【図２４】
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【図２５】 【図２６】
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